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日本の長期人口趨勢
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少子高齢化の影響

①子どもどうしの触れ合う機会の減少

②社会性や思いやりの心が育ち難い

③伝統・文化・生活環境の継承が困難

④社会保障制度の維持困難

⑤国の経済力の低下



子どもを産み育てやすい国かどうか
（内閣府調査）
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理想の数だけ産めない理由
（出生動向基本調査）
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現在のわが国の子どもたち

①虐待・いじめ・不登校

②貧困

③発達障害

④ネット依存

⑤食育・生活習慣

⑥予防接種



2013/11/9 成育基本法制定に向けての集い 9



2013/11/9 成育基本法制定に向けての集い 10



2013/11/9 成育基本法制定に向けての集い 11



図表2－2－10 不登校児童生徒数の推移
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HIV感染者及びAIDS患者（全国籍）の年次推移
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風疹抗体保有状況

2013/11/9 成育基本法制定に向けての集い 16



2000年以降の報告例

2013年３８wまで

人
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ＶＰＤから子どもを守る

• 子どもは日本の未来であり、宝である。
• 日本では、多くの子どもがＶＰＤにかかって、健康を損ねたり命
を 落としたりしている。

• これは保護者の責任では無く、ワクチンの必要性が啓発されて
いないことによる。

• 水痘、流行性耳下腺炎、Ｂ型肝炎、ロタウイルスワクチンなど
は 未だに定期接種化されていない。

• これらは皆ＷＨＯが定期接種にすべきとしている。
• 高齢者用肺炎球菌ワクチンも定期接種化すべき。
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都道府県別に見た１５歳人口１０万対小児科医師数
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わが国の福祉制度の現状



子どもの最貧国・日本(%)

著者：山野良一
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貧困率の政府の所得移転の効果（％）
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児童手当給付費の対ＧＤＰ比
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生涯でみた給付と負担のバランス
人口構成の変化が一層進んでいく社会にあっては、給付は高齢世代中心、負担は現役世代中心という現
在の社会保障制度を見直していくことが必要です。

社会保障改革の必要性⑦

（注）平成21年度（データがない場合は可能な限り直近）の実績をベースに1人当たりの額を計算している。
ただし、「公共事業＋防衛＋その他」については、平成22年度予算ベース。 24

児童手当
(平成24年度)
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子育て支援の基本理念

• 子どもの視点から考える。

• 子どもの発育にとって家庭こそが基本の場所であ
り、子どもの育成は親の責任である。従って行政の
支援は、家庭での子育ての質をあげることを目的と
すべきである。

• 子どもへ福祉サービスを提供する前提として、子ど
もを特別な権利と必要性を持った独立した存在と考
えるべきである。
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成育基本法

周産期、小児期、思春期を経て次世代を育成する
成人期までの成育過程とうライフサイクルの中で
生じる保健・医療・福祉の問題を解決するための
法律である。



成育基本計画

政府は、総合的かつ計画的に育成過程にある
者の健康の増進及び福祉の向上を図るため、
成育医療等に関する計画（「成育基本計画」）を
策定しなければらない。



成育医療等協議会

厚生労働省に、成育基本計画に規定する事項を
処理するために、成育医療等協議会を置く。



成育基本計画に盛り込むべき事項

①次世代を担う成育過程にある者に対する生命・健康教育の充実

②社会、職場における子育て・女性のキャリア形成のための支援体制の構築

③周産期母子健康診査と保健指導の充実

④周産期医療体制の充実

⑤養育者の育児への参画を支援する制度の充実

⑥国際標準を満たす予防接種体制の構築

⑦妊娠・出産・子育てへの継続的支援のための拠点整備及び連携



髙橋睦子

吉備国際大学大学院

社会福祉学研究科

2013年６月27日（木）

内閣府 会議室



フィンランド（人口約５００万人）
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子育て支援の基調
子ども家族：共働き（女性もフルタイム就労）

出産休業263日：母親休業105日（母のみ）

(週日計算)  親休業158日 （＋イクメン加算）

社会的合意 (1) ０歳児は自宅で親と過ごす

- 子どもが親と一緒に居られる時間を重視

（赤ちゃんのペースで過ごす時間）

(2) 産休・育休後, 親は職場復帰.

合計特殊出生率：約1.8の水準
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ネウボラ

neuvola

neuvo=助言, ガイダンス
身近な地域の専門職たちが, 

子ども家族に寄り添うシステム

乳児死亡率・周産期死亡率
が高かった頃, 安全な出産と
母子の健康状態の向上を目
指して, 当初は民間の有志
（主に小児科医）が取り組
み始めた. 
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母子保健のパイオニア
マンネルへイム児童保護基金と
小児科医アルヴォ・ユルッポ教授
(Arvo Ylppö 1887-1992)

ネウボラ

地域に根ざした妊産婦・乳幼児の
保健医療事業

民間の取り組み・イニシャティブ
から政策化・制度化へ

今日ではネウボラ neuvolaの全
国ネットワークが子ども家族をサ
ポートしている.

安全な出産と適切・健全な子育て

20世紀初頭〜 生活改善運動の普及
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20世紀前半のネウボラの普及
（1922ー1944）

1922年 8 箇所

1926年 24箇所

1930年 60箇所

1935年 80箇所

1939年 150箇所

２０１０ １０00箇所

1944年に法制度化：市町村自治体に妊婦・
子どもネウボラの設置が義務付けられた. 

（当初から無料）
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ネウボラでの定期健診（0〜６歳児対象）

*歯科健診は, 2歳または１歳, 3歳または４歳, 5歳または6歳の計３回
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21世紀・現在のネウボラは

「対話」を重視した子ども

家族に優しい快適なスペースとし

てデザインされている.

妊婦99.7%, 出生児99.5%が

ネウボラに繋がっている
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子ども家族への支援施策
•ネウボラを通じた、問題の早期発見、早期支援

•母子・子どもネウボラ：出産後、乳幼児と家族／母子
の健康をチェックする機関（看護師、保健師、ソー
シャルワーカー、心理士）

•家族ネウボラ：幼児〜未成年者18歳未満／子ども
（児童虐待、発達、その他の問題）

＊先駆的な取り組み・試み：NPO, 民間セクター発、公
的な政策・制度への組み込み

「下から上へ」：政策形成パターン
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日本へのメッセージ：フィンランドはどのようにして赤ちゃ
んに優しい社会になったのでしょうか

カイヤ・プーラ氏（児童精神科医, 5/12横浜・講演）

・ 男女の社会的平等と、男女ともに仕事のキャリアと家庭生活
とを両立できることが、フィンランドに繁栄と平和をもたらし
ています。

・ 親手当と乳幼児のメンタルヘルスにおける父親の大切さの
について認識とともに、父親が乳幼児のケアに関わることが着
実に増えてきました。

・ 同等かほぼ同じ程度ケアを両親がした乳幼児は、社会的な
スキルがよく発達し、心の問題も少ないのです。

・ 乳幼児への手厚いケアへの社会支援は、節税の
ための一番生産的な方法です。健かな乳幼児ほど、
心臓疾患や精神疾患のリスクが低く、健かな大人に
成長する可能性が大きいのです。

18
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育児パッケージの箱：ベビーベッドとしても使える（利
便性, 「母親手当」としての歴史と意義）

BBC ニュース 2013年6月4日 （資料

「フィンランドの子どもはなぜ段ボール箱で眠るのか」
（資料参照 http://www.bbc.co.uk/news/magazine-22751415）
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(1) 在宅子育て手当（hoitoraha）

３歳未満の子ども一人目： €336.67/月

他の３歳未満の兄弟姉妹一人当たり： €100.79/月

３歳以上７歳未満の兄弟姉妹一人当たり： €64.77/月

(2)在宅子育て手当加算（hoitolisä）： 上限 € 180.17/月

注）出産休業手当の根拠となる乳児は、この家族の人数には含まれない。

家族の人数
加算100％支給の
月収（上限）

調整率（％） 加算についての所得上限

２人 € 1,160.04/月 11.5 €2,726.66/月

３人 € 1,430.05/月 9.4 €3,346.65/月

４人以上 € 1,700.06/月 7.9 €3,980.57/月
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児童手当 child benefit 

定額給付（普遍主義 universalist provision）

「子どものいない世帯」から「子どものいる世帯」への

所得移転

（低所得世帯に限定した所得移転（残余的な色彩の濃い

手法）とは異なる次元）

子どもは将来の納税者として, 「子どものいない世帯」を

も含む「社会保障の支え手」（世代間の所得移転）

このように社会保障の全体の仕組みについて理解が共有

できているかどうかが「普遍主義」定着の鍵
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デンマークの国家政策

• 子ども（国民）は国家の保護すべき対象であり、子
どもが自立していくのに必要な保育・教育・職業教
育の機会を与えることは国家の義務である。

• 「国家は家庭を大きくしたもの」であり、家庭が家族
を庇護するように国家にとって国民は守るべき存在
である。
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井村 裕夫（第２９回日本医学会総会会頭）

• 最近のわが国では、感染症が減少し、代わりに癌、
心筋梗塞、糖尿病などの非感染性疾患（non-

communicable disease:NCD)が死因の多くを占
めている。

• NCDを予防するためには中年以降からの介入では
遅く、妊娠中のケア、小児期の教育・経済環境を含
めたもっと早期の介入が必要である。
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終わりに

• 社会の新陳代謝を自動的に推進するのが世代再生産で、まさに出
産と育児がそれにあてはまる。

• わが国において、少子化は、子育てが得策ではないとしてとった個
人行動の集積であって、もしも、それを国民総意（コンセンサス）とみ
なせば、新たに国民の意識転換をはかる政策と対策があるはずで
ある。

• 高齢世代中心の給付という構造を見直し、妊娠・出産・子育てへの
切れ目のない支援策となる「成育基本法」に期待したい。
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